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衆議院国土交通委員会ニュース 

平成 27.4.21 第 189回国会第 5号 

 

4月 21日（火）、第 5回の委員会が開かれました。 

 

１ 国土交通行政の基本施策に関する件 

・太田国土交通大臣及び政府参考人に対し質疑を行いました。 

 

（質疑者及び主な質疑内容）

秋 本 真 利君（自民） 

・2020年の東京五輪及びその後に向けた航空需要に鑑み、

成田空港に３本目の滑走路を建設するべきだと考える。

また地元においても 16 万を超える要望の署名が集ま

っていることから、国としても整備を進めるべきだと

考えるが、その必要性、進め方について大臣の考えを

伺いたい。 

・視覚障がい者のための駅のホームドア設置について、

近年の落下事故を考慮しても、例えば盲学校付近の駅

には優先的に設置するべきだと考える。また地元の要

望の把握に関して政府としてもう一度精査を行うべき

だと考えるが、政府の認識を伺いたい。 

・2020年の東京五輪に向けた道路政策として、五輪のた

めの優先レーンを、空港から選手村に繋がる湾岸線に

設置してみてはどうかと考えるが、政府の認識を伺い

たい。 

 

樋 口 尚 也君（公明） 

・我が国の人口は４年連続で減少しており人材不足の問

題が表面化している。特に建設業界においては技能労

働者の高齢化が進行しており、人材確保策が必要だと

考えるが、国土交通省の取組と大臣の決意を伺いたい。

また、技能労働者の処遇改善には、発注者コストへの

配慮と現場の生産性の向上が必要であるが、政府は今

後どう対処していくのか伺いたい。 

・水防法の改正により、地下街の所有者等に定めること

が義務付けられる避難確保や浸水防止の計画が確実に

作成されるように、市町村の審査や避難訓練の実施状

況の確認等を制度化することが必要だと考えるが、政

府の認識を伺いたい。 

・水防法の改正をうけ、住民への周知徹底の観点から、

洪水、内水及び高潮に係るハザードマップを作成した

市町村に対して、財政支援を行うなどの配慮をすべき

だと考えるが、政府の認識を伺いたい。 

 

荒 井   聰君（民主） 

・下水道などの社会資本のストックマネジメントについ

て、大臣はどのような認識を持っているか。 

・汚染土壌などを保管する中間貯蔵施設の予定地におい

て、地権者の半数が特定できていないという記事があ

ったが、地権者や地籍が確定できていないことで東日

本大震災の被災地において高台移転等が進まないとい

う状況があるのか。 

・成長戦略の一つとして中古住宅市場の活性化が大事だ

と考えるが、中古住宅市場において、中古自動車と同

じように中古住宅をしっかりと査定できる制度設計が

必要ではないか。 

 

横 山 博 幸君（維新） 

・四国の鉄道を維持する観点から、四国４県を結ぶ新幹

線を整備し、その収益により在来線を含めＪＲ四国全

体の鉄道の経営安定化を図るべきではないか。 

・南海トラフ地震等巨大災害の発生に備え、四国におけ

る交通インフラの強靭化及び交通ネットワークの代替

性確保の観点からも新幹線を整備するべきではないか。 

・観光立国の実現について、安倍総理は観光立国推進会

議において「重要な成長戦略」と述べ、太田国土交通

大臣は所信表明において「強い経済を取り戻すための

重要な柱の一つ」と述べている。具体的には観光立国

の実現とはどのような状態を指すのか。具体的な指標

はあるのか。また、平成 27 年度の観光庁の予算は 99

憶円である。この額で観光立国の実現は可能なのか。 

 

本 村 伸 子君（共産） 

・ＪＲ西日本の福知山線脱線事故は死者 107 名、562 名

の大惨事だった。あれから１０年が経つが公共交通の

安全性の確保に向けて、大臣の決意を伺いたい。 

・4月 14日に広島空港で発生したアシアナ機着陸失敗事

故、4 月 5 日に徳島空港で発生した管制ミスによる滑

走路内作業車両発見によるＪＡＬ機の着陸やり直し、4
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月 12 日にＪＲ山手線神田～秋葉原駅間で発生した架

線支柱倒壊事故、4 月 3 日には青函トンネルで発生し

た特急列車発煙事故による乗客緊急避難と重大な事故

が立て続けに発生しているが、これらへの国土交通省

の対応について伺いたい。 

・特に山手線の架線支柱倒壊事故では、国土交通省は重

大インシデントとの認識がなく、運輸安全委員会への

連絡が翌日と遅れたため、事故調査の始動が遅れた。

また、同支柱構造物を 3月 25日に撤去したが、撤去後

の支柱の構造計算をしないまま撤去工事を行っており、

ＪＲ東日本の利益優先の体質が問題であり、この安全

軽視は許しがたいと考えるが大臣の見解を伺いたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律及び独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法の一部を改正する 

法律案（内閣提出第 19号） 

 ・太田国土交通大臣から提案理由の説明を聴取しました。 

 

 


